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【ムーンショット目標８】 

 

「2050 年までに、激甚化しつつある台風や豪雨を制御し 

極端風水害の脅威から解放された安全安心な社会を実現」 

研究開発構想 

 

令和３年１１月 

文 部 科 学 省 

 

１．ムーンショット目標 

文部科学省は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）を研究推進法人として、

ムーンショット目標（令和３年９月 28日総合科学技術・イノベーション会議決定）のうち、

以下の目標の達成に向けて研究開発に取り組む。 

＜ムーンショット目標＞ 

「2050 年までに、激甚化しつつある台風や豪雨を制御し極端風水害の脅威から解放

された安全安心な社会を実現」 

＜ターゲット＞ 

・ 2050 年までに、激甚化しつつある台風・豪雨（線状降水帯によるものを含む）の強

度・タイミング・発生範囲などを変化させる制御によって極端風水害による被害を

大幅に軽減し、我が国及び国際社会に幅広く便益を得る。 

• 2030 年までに、現実的な操作を前提とした台風・豪雨（線状降水帯によるものを含

む）の制御によって被害を軽減することが可能なことを計算機上で実証するととも

に、広く社会との対話･協調を図りつつ、操作に関わる屋外実験を開始する。 

 

 

２．研究開発の方向性 

新たな目標検討のためのビジョン策定（ミレニア・プログラム）の結果を踏まえ、現

時点での研究開発の方向性を以下のとおりとする。 

 

（１）挑戦的研究開発を推進すべき分野・領域 

地球温暖化が進み、台風や豪雨等の極端気象による風水害が激甚化・増加して

いる中で、災害に伴う社会的・経済的被害を大幅に抑制して安全安心で豊かな暮らし

を実現するためには、インフラの整備・更新や予測情報の利活用などハード・ソフト両

面からの取り組みを通じた防災・減災が重要である。一方、これに加えて、災害につ

ながる極端気象自体の強度やタイミング、発生範囲などを変化させることができれば、



2 
 

直接的な被害を回避することや格段に被害を軽減させられる可能性がある。 

気象に関する研究開発は、古くは農業をはじめとする産業利用、加えて近代にお

いては防災・減災等を目的に、莫大な資金と期間をかけて着実に進められてきた。本

目標においては、今後も着実に進展し高度化する気象研究と連携し、特に世界的に

未検討の部分が多い気象の制御理論を構築することや、それに則った制御技術の

開発が大きな課題となる。そのため図１に示す通り、制御理論の構築、それに必要不

可欠な極端気象の理解の深化と精度良く表現する気象モデルの高度化を通した予

測精度の向上を目指した研究開発、並びに社会的・技術的・経済的に実現が受け入

れられる制御技術の開発が必要となる。 

加えて、気象制御は、それがもたらす経済や社会の影響や、水資源の分配の変更、

想定外の被害発生の可能性等を有しているため、社会実装にあたっては国内あるい

は国際的な合意形成が事前に必要であるなど、倫理的・法的・社会的課題（ELSI）に

対する対応も必須である 

これらを推進すべき挑戦的な研究開発の分野・領域とする。 

 

  

図１．台風や豪雨等の極端気象制御の実現に必要な研究開発の主な分野・領域 

 

（２）目標達成に当たっての研究課題 

ムーンショット型研究開発プログラムにおいては、図１に示すとおり推進すべき挑

戦的な研究開発の分野・領域を定めた上で、ムーンショット目標である、台風や豪雨

等の極端気象制御の実現に貢献する挑戦的な研究開発を進める。なお、最も効率的

かつ効果的な手段を取り得るよう、最新の科学的動向を調査し研究開発に活かす。 

具体的には、災害につながる台風や豪雨等の極端気象を対象とし、それら対象の

予測精度の向上、被害の回避・軽減を可能とする制御理論、その理論の実現に必要

予測精度の向上

制御理論の構築 社会的・技術的・経済的に
実現可能な制御技術の開発

ELSI

• 水蒸気の状態制御
• 地表面・海水面温度制御
• 風エネルギーの低減 等

• 小さな擾乱で大きな効果
を得られる制御法 等

• 気象の理解の深化
• 気象モデルの高度化
• 全球・地域シミュレーションの統合
• 広範囲にわたる効果・影響の推定 等 • 倫理的課題

• 法的課題（国内外でのルール作り等）
• 社会的課題（社会受容性向上・合意形成等） 等
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な制御技術の研究開発に取り組む。 

予測精度の向上については、国内外で数多くの観測・気象モデル等の研究開発が

行われていることから、それらとの連携を基盤としつつ、制御理論の構築に必要な研

究開発を進めることとする。具体的には、気象の理解の深化を進めるとともに、新し

い数理科学の知見を適宜取り入れつつ気象モデルの高度化を実施する必要がある。 

制御理論については、気象モデルと制御技術をつなぐ新しい研究領域であり、ミレ

ニア・プログラムでもアイデアがいくつか提示されたものの開拓の余地は大きく、様々

な研究分野からの参入と新しい展開が期待される。このような新たな知見などを積極

的に取り入れつつ、小さな擾乱で大きな効果を得られる制御法を生み出す制御理論

に関する研究開発を行う必要がある。 

制御技術については、様々なアイデアが存在するものの、現時点で実用性が確認

されているのは比較的短期で局所的な気象を対象とした人工降雨・降雪・防雹等に

対する Cloud Seeding（雨粒の核となる物質の散布）のみであるが、より大規模な極端

気象の制御に向けた操作手法としてはコストや必要量等の面から実現性が見通せな

い状況にある。したがって、擾乱を起こす可能性のある様々なアイデアの社会的・技

術的・経済的な実現可能性を確認しつつ、目的とする極端気象の制御可能性を気象

モデルで確認する、という研究開発が必要である。なお、複数の操作手法を組み合わ

せて気象制御を達成することも視野に入れ、幅広い擾乱を起こす可能性のある操作

手法を研究対象とすべきである。 

加えて、（１）で述べたとおり、極端気象の制御がもたらす経済や社会への影響に

ついての検討なども不可欠である。研究成果が実際に使われるようになった場合の

影響や問題について、大気現象への影響のような自然科学的側面以外にも、倫理

的・法的・社会的な側面からも予め検討し、議論を深め、この技術を将来社会が受け

止められる土壌を醸成する必要がある。理論的研究や技術開発と並行して進め、相

互に関連付けながら総合知を形成していく体制を検討することとする。 

 

（３）目標達成に向けた研究開発の方向性 

＜ターゲット＞を達成するため、(1)、(2)を踏まえた研究開発の方向性は以下のとおり

とする。 

＜ターゲット＞ 

○ 2030 年 

現実的な操作を前提とした台風や豪雨（線状降水帯によるものを含む）の制御に

よって被害を軽減することが可能なことを計算機上で実証するとともに、広く社会

との対話・協調を図りつつ、操作に関わる屋外実験を開始する。 

○ 2050 年 

激甚化しつつある台風・豪雨（線状降水帯によるものを含む）の強度・タイミング・
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発生範囲などを変化させる制御によって極端風水害による被害を大幅に軽減し、

我が国及び国際社会に幅広く便益を得る。 

 

すでに激甚化しつつある台風や豪雨の制御を実現するためには、気象モデルの

高度化や観測の実施をするとともに、人工的に与えられる擾乱から気象制御につな

げる制御理論、制御技術の検討を並行して進める。それとともに社会的・技術的・経

済的に実現可能な操作手法を探索し気象制御とマッチングさせることが必要である。 

2030 年までに制御理論として数値計算による有効性検討から開始し、計算機上で

気象制御に繋がる擾乱の特定を行う。その後、必要な擾乱を起こす操作手法の特定

を屋内での実験検証等をまじえて行いつつ、小規模の局所的な気象現象に対する屋

外実験を開始する。 

2050 年までに、屋外実験の規模を少しずつ拡大し、対象気象の強度・タイミング・

発生範囲などを変化させる制御によって極端風水害による被害を大幅に軽減する気

象制御を確立する。 

上記の研究開発を進める際、研究開発の途上で実施する小規模の屋外実験にお

いても、予想される効果や各種影響・リスクを予め評価し明らかにした上で、社会との

対話を行うなど透明性をもった進め方が必要である。また、将来の社会実装の際に

は、法整備や国内外のルール作り等の対応も必要となる。したがって、これら ELSI を

解決するための調査検討を研究開発の当初から実施することとする。 

図２に、本研究開発構想の実現によりムーンショット目標の達成を目指すための

研究開発の方向性を示す。 

 

図２．台風や豪雨等の極端気象制御の実現に向けた研究開発の方向性 

予
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手法の検討
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制御理論の確立制御に繋がる
擾乱の特定

必要な擾乱を起こす
操作手法の特定

操作手法
の検討

実験による検証
(屋外)
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の確立

理論と技術のマッチング
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向けた検討・調整 社会実装に
向けた調整・検討

社会的に認められる方法の検討と適用
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での実験
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なお、これらを着実に進めるためには、例えば高コストになりがちな操作手法に対

して、極端気象の制御と気象エネルギーの回収を同時に実現することによって解決

するといった野心的な研究開発など、我が国の気象学や数理科学、制御技術に関わ

る幅広い理工学分野等の知見を糾合するような研究開発を推進していくこととする。 

また、様々な知見やアイデアを採り入れ、ステージゲートを設けてステップ毎にアイ

デアの可能性を確認しながら、目標達成に向けた研究開発を推進することとする。特

に制御技術については、社会的・技術的・経済的な実現可能性を確認した上で本格

的な研究開発を開始する必要があることから、当初から極端気象を対象とした屋外

実験等を行うのではなく、フィージビリティスタディ（計算機上での実証や屋内実験）を

実施し、安全性を確認しつつ段階的に進めていく。 
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  ＜参考：目標達成に向けた分析＞ 

ムーンショット型研究開発事業ミレニア・プログラムにおける調査研究活動および

その後の検討において分析された内容を、要約して以下に示す。 

 

（１）目標に関連する分野・技術群の構造 

図１．は、激甚化しつつある台風や豪雨の制御を実現するために取り組むべき分

野・要素技術を 本研究プロセスの流れの中で示したものである。このように、“制御”

を行う上で必須となる現象理解、シミュレーションなどの予測技術といった各技術分

野において、要求される技術レベルを達成し、さらに ELSI を踏まえたより適切なアプ

ローチを模索した上で、本丸である制御理論と制御技術を確立していくという、挑戦

的な研究開発活動が求められる。  
 

 
図３．極端気象制御に関連する主な分野・技術群の構造 

 

（２）関連する研究開発の動向 

 気象に関する国際的な仕組みとしては、国際連合の専門機関として世界の気象業

務の調和と統一のとれた推進に必要な企画・調整を行う「世界気象機関」（World 

Meteorological Organization：WMO）がある。WMO においても Weather Modification（気

象改変・気象制御）に関するミーティングや報告が継続的に行われており、2015 年に

は「WMO STATEMENT ON WEATHER MODIFICATION」が発行されるなど、気象改変

に関する研究プロジェクトの研究および運用に係るベストプラクティスに関するガイダ

ンスを提供している。特に研究に関しては、対象となる気象の科学的理解の深化、観

測・予測技術の高度化、気象改変に係る実証的研究における計画性が重要と指摘し

ている。 

社会的・技術的・経済的に
実現可能な制御技術の開発

ELSI

社会科学（法学・経済学・社会学等）
人文科学（哲学・倫理学 等）等

・気象学
・大気物理学
・計算科学
・計測工学
・数理科学 等

・気象学
・大気物理学
・制御工学 等

予測精度の向上

制御理論の構築

• 水蒸気の状態制御
• 地表面・海水面温度制御
• 風エネルギーの低減 等

• 小さな擾乱で大きな効果
を得られる制御法 等

• 気象の理解の深化
• 気象モデルの高度化
• 全球・地域シミュレーションの統合
• 広範囲にわたる効果・影響の推定 等 • 倫理的課題

• 法的課題（国内外でのルール作り等）
• 社会的課題（社会受容性向上・合意形成等） 等
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具体的な気象制御に向けた試みは、1900 年代中盤より世界で開始された。このう

ち、災害をもたらす気象の制御を最終目的とした実験については、1940 年代以降に

米国で実施されたハリケーンに対する実験が代表例である。 

 最初の実験は、1947 年に実施された Project Cirrus であり、米国東岸沖の大西洋

で実施された。この実験においては、勢力減衰は確認されなかったものの、ハリケー

ンを構成する雲の形に変化が現れるなどの成果を得た。 

 次の実験は、米国海洋大気庁（NOAA）が実施した National Hurricane Research 

Project において 1958 年と 1961 年に実施された。後者の実験においては、風速が

10%低減し、実験は成功したと発表されている。 

 続いて実施された実験は、1962 年に開始された Project Stormfury である。このとき

提案された制御技術は、ヨウ化銀の散布によって「目の壁雲」（台風の目の周りに形

成される巨大な壁のような雲）の外側の対流を人工的に刺激するというものであった。

実験は 1963 年と 1969 年に行われた。1969 年に行われたハリケーン“Debby”に対す

る実験においては、直後の風速が 30%低減したという肯定的な結果が得られた。しか

し、当時は気象シミュレーションの精度が低かったことなどから、自然現象と制御効果

の明確な峻別ができず、実際に効果があったかどうか科学的に確認されるには至っ

ていない。その他、大規模なハリケーンに対して人工的な刺激の規模が小さいために

効果を疑問視する指摘もあった。以降、ハリケーン制御実験は行われておらず、

NOAA における研究も予測技術の更なる高度化や現象の詳細解明が主流である。 

 

表１．ハリケーンに対する制御実験 

プロジェクト名（実施国） 操作手法 実施期間・機関 

Project Cirrus （米国） 航空機からの 

ドライアイス散布 

1946 年 

米国陸軍通信隊、海軍調査所他 

National Hurricane 

Research Project （米国） 

航空機からの 

ヨウ化銀散布 

1955-1961 年 

NOAA 

Project Stormfury （米国） 航空機からの 

ヨウ化銀散布 

1962-1983 年 

NOAA 

（出展） 1985: Project STORMFURY, A Scientific Chronicle, 1962-1983, Bull. Amer. Meteor. Soc., 66, 

505-514. より抜粋し要約 

 

 一方、比較的狭い範囲の降雨実験等については、干ばつ対策や晴天・視界確保等

の目的のもと、世界中で実施されている。特に、一年を通して降雨量の少ない地域や、

乾期において水資源の確保が難しい地域において、積極的に実施されており、現在

は約 50 カ国において人工降雨等の研究が行われている。 
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表２．各国の主な人工降雨・降雪プロジェクト 

プロジェクト名（実施国） 目的 実施期間 

Chinese Weather Modification Project（中国） 人工降雨 2001-2010 年 

The Snowy Precipitation Enhancement 

Research Project（オーストラリア） 

人工降雨･降雪 2004-2007 年 

Wyoming Weather Modification Pilot Project

（米国） 

人工降雨･降雪 2008-2013 年 

Cloud Aerosol Interaction and Precipitation 

Enhancement Experiment（インド） 

人工降雨 2009-2015 年 

The UAE Research Program for Rain 

Enhancement Science （UAE） 

人工降雨 2015 年- 

Precipitation Enhancement Experiments in 

Catchment Areas of Dams: Evaluation of 

Water Resource Augmentation and Economic 

Benefits（韓国） 

人工降雨 2018-2019 年 

（出展） WMO 2018 年 「Peer Review Report on Global Precipitation Enhancement Activities」巻末付録より抜粋 

  

 

日本国内における実験としては、1947 年に日本発送電(株)からの依頼を受けた九

州大学が、九州電力とともに、在日米軍の協力を得て、航空機からドライアイスを散

布する人工降雨実験を行った。その後 1951 年から 1965 年頃まで、電力会社などが

スポンサーとなって全国の大学や気象研究所が参加し、水力発電機能の確保等を目

的として、ヨウ化銀やドライアイスを用いた人工降雨実験が日本各地で行われた。近

年においても下表のような研究が行われている。 

 

 

表３．2000 年以降に屋外実験を実施した主な国内研究プロジェクト 

プロジェクト名 目的 実施期間・機関 

渇水対策のための人工降雨・降雪

に関する総合的研究 

人工降雨･

降雪 

2006-2010 年 

気象庁気象研究所他 

意図的・非意図的気象改変に関す

る研究 

人工降雨 1998-2003 年 

気象庁気象研究所他 

最適人工降雨法の開発と適用環

境拡大に関する研究 

人工降雨 2011-2013 年 

国際農林水産業研究センター他 

（JST 調べ） 

 



9 
 

本目標で制御の対象とする台風や豪雨等について、その気象自体の研究は世界

的に研究開発が精力的に進められている。 

台風については減災・防災上の観点から予測精度の向上が大きな目標となってお

り、特に進路と強度の予測が主たる対象である。そのための取り組みとしては、高精

度な台風観測、データ同化技術開発、数値計算の精度向上などの研究が進められて

いる。特に数値計算において解像度や物理過程などの改良により高精度化は進んで

いるものの、強度変化や発生などの再現はいまだ難しく、台風の発生・発達・構造・経

路等のメカニズムの科学的解明が望まれている。 

 図４－１～４は、台風の進路・強度の予測精度に係る経年比較である。我が国の台

風の進路予測精度は国際的に見てトップクラスにあり（図４－１）、年々精度は向上し

ている（図４－２）。一方、強度予測については、中心気圧（図４－３）と風速（図４－４）

のいずれにおいても、あまり精度が向上しておらず、気象制御に向け喫緊の課題とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 進路予測（国際比較）              図４－２ 進路予測（気象庁予報・時間別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３ 中心気圧予測（気象庁予報・時間別）      図４－４ 風速予測（気象庁予報・時間別） 

図４．台風進路・強度予測の精度の変遷（気象庁ウェブ・報告資料より） 
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各地に豪雨をもたらす温帯低気圧については、北半球では北西太平洋と北西大西

洋でよく発達する。その形成や強化に関してはグローバルな大気の超長波による基

本場の変形、大気海洋相互作用による基本場の変質、海陸分布に伴う地表面摩擦

の地理的な分布の影響などが議論されている。近年では温帯低気圧の発生発達は

数値モデルでよく再現されるようになり、短期予報精度は徐々に向上しつつある。一

方、日本において梅雨末期などにしばしば発生する集中豪雨はいまだ予測が難しい

現象とされている。総観規模（水平スケール 3,000～5,000km）の収束や傾圧性・地形

など力学的な要素と、湿潤大気の安定度など熱力学的な要素が複雑に作用して発生

すると考えられており、現在は特に下層の相当温位を左右する水蒸気量の重要性が

指摘されていることから、リモートセンシングをはじめとする様々な観測から下層水蒸

気量を推定するための新たな技術や、数値モデルやデータ同化技術の進展が望ま

れている。 

 

（３）日本の強み、海外の動向 

 我が国は、中緯度帯のアジアモンスーン気候に属するが、海に囲まれ南北に長く、

急峻な地形などの特有な国土条件から、台風や梅雨前線などの特徴的な気候の影

響を強く受けている。そのような中、自然の豊かな恵みを受けつつ、多様な気象災害

に対する防災・減災を目的とした気象観測・予測技術を発展させてきた。本目標にお

いては、我が国が持つそれらの強みを活かした研究開発の推進が必要である。 

 例えば観測技術においては、気象を理解するための詳細かつ高精度なデータ取得

が必要であり、特に大気中の水蒸気や雲の状況を正確に三次元観測することが求め

られている。 

  我が国においては、偏波ドップラーレーダーを中心とする研究開発が世界に先駆

けて進められ、2009 年には降水強度を観測できる X バンドマルチパラメータレーダー

が都市圏に実装された。加えて、雲の状態まで観測可能なマルチパラメータ・フェー

ズドアレイ気象レーダーに関する研究が戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）で

進められ、2017年度に世界で初めて実用型の機器を開発し試験運用を開始するなど、

観測機器にも強みがある。 

 また、気象シミュレーション技術は、スーパーコンピュータ「富岳」をはじめとする計

算資源に支えられ、発展してきた。例えば、2013 年に「京」を使用し達成された 870m

メッシュの全球気象シミュレーションは、現時点でも世界最高解像度を維持している。

また、前掲のマルチパラメータ・フェーズドアレイ気象レーダーと、ビッグデータ同化技

術を使ったリアルタイム局地気象予報を、世界に先駆けて実験中であるなど、我が国

の強みを発揮している。 

 図５は、防災・減災関連技術に係る特許出願動向調査の結果である。図５－１の技

術区分「豪雨」に着目すると、我が国が高性能降水レーダーをはじめとする時間・空



11 
 

間降水データに係る観測・予測特許の出願数が世界で最も多いことがわかる。また、

防災・減災を目的としたデータ同化・連携技術については、図５－２の通り世界でトッ

プの出願数を誇るなど、実用面での技術開発が進んでいることがわかる。 

 

    

  図５－１ 観測・予測技術に係る動向          図５－２ 情報統合化技術に係る動向 

         図５ 国別・技術区分別の特許出願動向（2014 年） 

（出典）特許庁「平成 26 年度 特許出願技術動向調査報告書（概要） 防災・減災関連技術」 

 

 表４は、CRDS 研究開発の俯瞰報告書より、気象観測・予測と関係性の強い気候変

動研究の国際比較をまとめたものである。 

数値シミュレーションを基盤とする「気候変動予測」については、我が国は東京大学、

国立環境研究所、気象庁気象研究所、海洋研究開発機構等で独自のモデル開発が

行われているなど、各研究コミュニティの潜在能力は高い。特に、極端気象の気候変

動との関係については特筆すべき成果を創出している。 

台風・豪雨等の現象を理解する上で大きな要素となる水蒸気の把握・観測につい

ては、未だ研究途上であるが、前述のレーダー開発など、世界最先端の機器が我が

国で開発・実用化が進められている。また、衛星観測においては、日米主導の国際的

な協力体制で進めている全球降水観測（GPM）計画において、降水の立体構造を高

精度で観測可能な二周波降水レーダー（DPR）の開発を実施し現在観測中である。ま

た、2022 年には欧州と合同で打ち上げる EarthCare 衛星にミリ波ドップラーレーダー

を開発・搭載する予定であり、雲の中の対流の様子を観測する予定である。このよう

に、気象の理解を深化するための観測技術が我が国の大きな強みとなっている。 

30 年後の気象制御を目指す際には、今後の気候変動を考慮しながら研究開発を

進めることが必要であり、気候変動研究とも連携して実施していく必要がある。そのよ

うな中では、気候変動観測・予測ともに日本が持つ強みを最大限に活かし、戦略的に

取り組んでいく必要がある。 
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表４．関連する技術分野の国際比較 

 

国・地域 日本 米国 欧州 中国 

フェーズ 基礎研究 
応用研
究・開発 

基礎研究 
応用研
究・開発 

基礎研究 
応用研
究・開発 

基礎研究 
応用研
究・開発 

気候変動予測 

現状 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ 

トレンド → ↗ → ↘ → ↗ → ↗ 

水循環 

（水資源・水防災） 

現状 ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ 

トレンド → ↗ → ↗ → → → → 

気候変動観測 

（大気・陸域） 

現状 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ 

トレンド ↗ → ↗ → ↗ ↗ ↗ → 

気候変動観測 

（海洋） 

現状 ○ △ ◎ ◎ ◎ △ ○ △ 

トレンド → → → → → → ↗ → 

（出典）JST CRDS 「研究開発の俯瞰報告書 環境・エネルギー（2021年）」 

（註 1）フェーズ 基礎研究フェーズ ：大学・国研などでの基礎研究の範囲 

応用研究・開発フェーズ ：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 

（註 2）現状   ※我が国の現状を基準にした相対評価ではなく、絶対評価である。 

◎：特に顕著な活動・成果が見えている、○：顕著な活動・成果が見えている、 

△：顕著な活動・成果が見えていない、×：活動・成果が見えていない 
（註 3）トレンド ↗：上昇傾向、 →：現状維持、 ↘：下降傾向 

 

 

 

 

 


